
幼児教育の無償化に係る参考資料

平成３０年１１月２１日

内閣府・文部科学省・厚生労働省

参考資料１



・平成24年 衆議院・参議院 社会保障と税の一体改革に関する特別委員会における附帯決議

・平成26年度～ 毎年度、幼児教育の段階的無償化を実施

・平成29年12月８日 「新しい経済政策パッケージ」（閣議決定）

・平成30年５月31日 「幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等に関する検討会報告書」（とりまとめ）

・平成30年６月15日 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（閣議決定）

・平成30年７月10日 全国市長会 子どもたちのための無償化実現に向けた全国市長会緊急フォーラム

・平成30年８月２日 市町村実務検討チーム発足（第４回以降も継続して実施）

・平成30年10月５日 全国市長会 第１回子ども・子育て検討会議

・平成30年10月15日 国と地方の協議の場

・平成30年10月19日 全国町村会 政務調査会

・平成30年11月14日 全国市長会 社会文教委員会・第２回子ども・子育て検討会議合同会議

・平成30年11月15日 全国町村会 政務調査会行政委員会 1

これまでの主な経緯

◎衆議院・社会保障と税の一体改革に関する特別委員会における附帯決議（平成24年6月26日）（抄）
・ 幼児教育・保育の無償化について、検討を加え、その結果に基づいて所要の施策を講ずるものとすること。

◎参議院・社会保障と税の一体改革に関する特別委員会における附帯決議（平成24年8月10日）（抄）
・ 新制度により待機児童を解消し、すべての子どもに質の高い学校教育・保育を提供できる体制を確保しつつ、幼児教育・保育の無償化につい
て検討を加え、その結果に基づいて所要の施策を講ずるものとすること。当面、幼児教育に係る利用者負担について、その軽減に努めること。
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市町村実務の円滑な実施に向けて検討している主な事項等

（※） 市町村実務検討チームの構成メンバー

【市町村】 埼玉県和光市、東京都世田谷区、東京都三鷹市、神奈川県横浜市、三重県津市、滋賀県湖南
市、大阪府池田市、兵庫県明石市、香川県高松市、埼玉県嵐山町、新潟県聖籠町、島根県邑南
町

【国】 内閣府、文部科学省、厚生労働省

【オブザーバー】 全国知事会事務局、全国市長会事務局、全国町村会事務局

○ 円滑な実施に向け、市町村実務検討チーム（※）での議論を踏まえ、以下の資料等を作成。
① 来年10月実施に向けた市町村の準備に関する工程表のたたき台

② 地方自治体の実務担当者に向けた幼児教育の無償化に関するＦＡＱ

③ 施設ごとの幼児教育の無償化に関する事務フロー図案

④ 幼児教育の無償化に関する概要を住民や事業者の方に分かりやすく説明するための資料

○ 上記に加え、例えば以下のような市町村のご意見を踏まえた取組を実施している。
（例）
・ 2019年度の保育料の算定・通知の時期（現在は毎年９月）について、市町村の実情に応じて弾力的な運
用を認める方向で検討中。

・ 私学助成を受けている幼稚園での実務や、幼稚園に加えて預かり保育や認可外保育施設等を利用するよう
な場合、幼稚園が事務をとりまとめて実施する方向で検討中。

・ 幼児教育の無償化の実施に伴うシステム改修費については、今年度予算を活用することとするとともに、
幼児教育の無償化に伴い導入時に発生する自治体事務費等について平成31年度予算概算要求に計上。



幼稚園、保育所、認定こども園等の無償化について

○ 子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速する。
幼児教育の無償化は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、幼児教育の負担軽減を図る
少子化対策の観点などから取り組むもの。

○ 「新しい経済政策パッケージ」（2017年12月８日閣議決定）、「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（2018年６月15日閣議決定）において、以下の方針が示され、消費税率引上げ時の2019年10月１日から
の実施を目指すこととされている。

○ 具体的な手続き等については、現在検討が行われているところ。

幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する３歳から５歳の全ての子供たちの利用料を無償化。

＊ 子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園の利用料については、同制度における利用者負担額を上限として無償化（上限月額
2.57万円）。
＊ 実費として徴収されている費用（通園送迎費、食材料費、行事費など）は、無償化の対象外。
＊ 幼稚園（４時間程度）については満３歳（３歳になった日）から、保育所については３歳児クラス（３歳になった後の最初の４月以降）から無
償化。その他の施設等については、上記取扱いも踏まえて、検討が行われているところ。

○ ０歳から２歳児の子供たちの利用料については、住民税非課税世帯を対象として無償化。

【対象施設・サービス】
○ 幼稚園、保育所、認定こども園に加え、地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所
内保育）、企業主導型保育事業（標準的な利用料）も同様に無償化の対象。

※ 最優先の課題である待機児童解消の実現に向けては、女性就業率80％に対応できる「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末
までに32万人分の受け皿整備を進める。 3



幼稚園の預かり保育を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 幼稚園の預かり保育を利用する子供たちについては、新たに保育の必要性があると認定を受けた場合には、幼
稚園保育料の無償化（上限月額2.57万円）に加え、利用実態に応じて、認可保育所における保育料の全国平均額
（月額3.7万円）と幼稚園保育料の無償化の上限額との差額である最大月1.13万円までの範囲で預かり保育の利
用料を無償化。
※ 認定こども園における子ども・子育て支援新制度の１号認定の子供たちが利用する預かり保育も含む。

認可外保育施設等を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 認可外保育施設等を利用する子供たちについても、保育の必要性があると認定された３歳から５歳の子供たち
を対象として、認可保育所における保育料の全国平均額（月額3.7万円）までの利用料を無償化。
○ ０歳から２歳児の子供たちについては、住民税非課税世帯の子供たちを対象として、月額4.2万円までの利用料
を無償化。

【対象施設・サービス】
○ 認可外保育施設等とは、一般的な認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビー
シッター、認可外の事業所内保育等を指す。このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病児保
育事業及びファミリー・サポート・センター事業が対象。
○ 無償化の対象となる認可外保育施設等は、都道府県等に届出を行い、国が定める認可外保育施設の指導監督基
準を満たすことが必要。ただし、経過措置として、指導監督基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする
５年間の猶予期間を設ける。

いわゆる「障害児通園施設」を利用する子供たち
【対象者・利用料】
○ 就学前の障害児の発達支援（いわゆる障害児通園施設）を利用する子供たちについて、利用料を無償化。
＊ ３歳から５歳が対象（なお、０歳から２歳児の住民税非課税世帯については、既に無償となっている）。

○ 幼稚園、保育所、認定こども園といわゆる障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象。 4



幼児教育の無償化の具体的なイメージ（例）

３歳～５歳
保育の必要性の認定
事由に該当する子供

３歳～５歳
上記以外

・共働き家庭

・シングルで働いている家庭

など

・専業主婦（夫）家庭 など

幼稚園、保育所、認定こども園、
障害児通園施設

無償
（幼稚園は月２．５７万円まで）

利用 幼稚園の預かり保育

利用

利用
（複数利用）

複数利用
幼稚園、保育所、
認定こども園

障害児通園施設

認可外保育施設、ベビーシッターなど
（一般的にいう認可外保育施設、自治体の認証保育施設など）

ともに無償
（幼稚園は月２．５７万円まで）

利用
幼稚園、認定こども園、
障害児通園施設

複数利用 幼稚園、認定こども園 障害児通園施設
ともに無償

（幼稚園は月２．５７万円まで）

無償
（幼稚園は月２．５７万円まで）

（注１）幼稚園の預かり保育や認可外保育施設を利用している場合、無償化の対象となるため
には、保育の必要性の認定事由に該当することが必要となる。

住民税非課税世帯については、０歳～２歳児についても上記と同様の考え方により無償化の対象となる。この場合、月４．２万円まで無償。

（注２） 上記のうち認可外保育施設及びベビーシッターについては、認可外保育施設の届出をし、指導監督の基準を満たすものに限る（ただし、５年間の経過措置とし

て、指導監督の基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする猶予期間を設ける）。

（※）

（※） 地域型保育も対象。また、企業主導型保育事業（標準的な利用料）も対象。

月3.7万円まで無償

幼稚園保育料の無償化
（月2.57万円まで）に加え、月1.13万円
（月3.7万円との差額）まで無償

5



これまでの地方六団体等からの提言・決議（抄）
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国と地方の協議の場（平成29年12月14日）

「平成30年度予算・地方財政対策等について」平成29年12月14日 地方六団体

地方創生の推進
○ 幼児教育・保育の早期無償化等の検討や幼児教育無償化の段階的推進など教育費の更なる負担軽減の取組を進めるに当たっては、国の責任において、地方負
担分も含め安定財源をしっかりと確保すること。

「生産性革命」・「人づくり革命」の実現に向けた財源確保
○ 幼児教育の無償化、子育て安心プランの前倒しによる待機児童解消のための受け皿整備など「人づくり革命」の実施に当たっては、主な担い手である地方と十分協
議するとともに、その費用については、国の責任において、基金の創設も含め必要な地方財源をしっかりと確保すること。

国と地方の協議の場（平成30年５月29日）

「骨太の方針の策定等について（地方税財政等）」平成30年５月29日 地方六団体

地方の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の一般財源総額の確保・充実
○ 昨年閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」において、人づくり革命として幼児教育無償化や待機児童の解消など、地方が重要な役割を担う施策が含まれ
ていることから、国と地方の役割分担や負担の在り方を整理するに当たっては、主な担い手である地方と十分協議するとともに、国の責任において、必要な地方財源
をしっかりと確保すること。

社会保障の基盤づくり
○ 幼児教育・保育の無償化については、国の責任において、必要な地方財源を確保すること。
○ 「新しい経済政策パッケージ」を受けた幼児教育の無償化について、保育の質の確保を前提とした多様な保育形態の公平性の確保を図るとともに、在宅育児世
帯との公平性に留意すること。また、待機児童の解消について、「子育て安心プラン」を着実に実施するとともに、幼児教育の無償化により見込まれる保育需要増加
への対応や処遇改善等による保育士の安定的確保等の必要な措置を講じること。

第83回全国市長会議決定 提言（平成25年６月５日 全国市長会）
少子化対策に関する提言
５．保育対策について
（３）保育所徴収金基準額について、地域の実態を考慮したうえで、保護者や都市自治体の負担を軽減するよう見直しを行うこと。

義務教育施策等に関する提言
12．幼稚園就園奨励費について、超過負担が生じないよう十分な財政措置を講じるとともに、保護者負担の軽減を図るため所得制限を緩和するなど、一層の支援
措置を講じること。



これまでの地方六団体等からの提言・決議（抄）
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子どもたちのための無償化実現に向けた緊急決議（平成30年７月11日）（抄）

１ 確実な財源の保障について
（１） 都市自治体に新たな負担が生じないよう、国の責任において必要な財源を確保することとし、消費税・地方消費税率10％への引上げを確実に
行うこと。
（２） 事務負担の増加に伴う人件費やシステム改修経費をはじめ、円滑な事務処理に必要となるあらゆる財政措置を講じること。
（３） これまでの待機児童解消の取組に加え、無償化による保育需要の拡大に対応するため、幅広い保育人材の育成・確保及び施設整備費等に対
する財政措置など、あらゆる支援措置を講じること。

平成31年度国の施策及び予算に関する決議・重点提言（社会文教関係）
子ども・子育てに関する決議（平成30年11月15日） （抄）

１．幼児教育・保育の無償化について
（１） 幼児教育・保育の無償化は、昨年秋に国において提唱された施策であること等、これまでの経緯を踏まえ、この新たな施策を行うために必要な
財源については、地方消費税の増収分を充てることなく、国の責任において全額を国費で確保すること。事務負担の増加に伴う人件費やシステム改修経
費をはじめ、円滑な事務処理に必要となる経費に対しても同様の財政措置を講じること。

全国市長会創立120周年記念・第88回全国市長会議決定 決議・特別提言（平成30年６月６日）
「５ 子ども・子育てに関する決議」（抄）
（２）幼児教育・保育の無償化に必要となる財源の確保について
子ども・子育て支援施策を確実に展開できるよう、消費税・地方消費税率10％への引き上げを確実に行うこと。それまでの間においても、施策の推進に支障を来す
ことのないよう、所要の財源を確保すること。
幼児教育・保育の無償化等の具体化に当たっては、消費税・地方消費税率引上げにより確保される地方財源を踏まえる必要があることから、地方自治体と十分に
協議を行うこと。



市町村による保育料の独自軽減の状況
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○ 大多数の市町村で、保育所等の利用者の負担軽減を図るため、地方単独事業として、国が定める所得
階層別の保育料に対して軽減が行われている。

○ 「保育に係る地方単独事業の実施状況及び各種申請様式に関する調査」（平成28年度子ども・子育て
支援推進調査研究事業）によれば、回答のあった695 市町村のうち

・ 国基準どおりの保育料としている市町村は10 市町村のみ

・ 国基準保育料の６割～７割（軽減率３割～４割）に軽減している市町村が最も多く、中央値は国基
準の62%（軽減率38%）

となっている。

（出典）平成28 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「保育に係る地方単独事業の実施状況及び各種申請様式（利用者→市町村、
事業者→市町村）に関する調査」（平成29 年3 月一般財団法人統計研究会）



各年度予算措置 負担軽減の内容

平成２６年度予算
公費：３１２億円
（国：１０４億円、
地方：２０８億円）

幼稚園の保育料について
・生活保護世帯の保育料6,600円を無償化
・第２子は半額、第３子以降は無償とする軽減措置の所得制限（年収約680万円まで）を撤廃

平成２７年度予算
公費：１８９億円

（国：６０億円、
地方：１２９億円）

幼稚園の保育料について
・市町村民税非課税世帯（年収約270万円まで）の保育料を9,100円から3,000円に引き下げ

平成２８年度予算
公費：３８２億円
（国費：１２６億円、
地方：２５６億円）

年収360万円未満相当の世帯の幼稚園・保育所等の保育料について
・兄弟の年齢に関わらず、第２子は半額、第３子以降は無償
・ひとり親世帯においては、第１子は半額、第２子以降は無償

平成２９年度予算
公費：６９億円
（国費：２４億円、
地方：４５億円）

市町村民税非課税世帯の幼稚園・保育所等の保育料について
・第２子完全無償化
年収360万円未満相当の世帯の幼稚園・保育所等の保育料について
①ひとり親世帯等の保護者負担の軽減措置の拡充
②①以外の世帯において、１号認定子どもの負担軽減

平成３０年度予算
公費：５６億円
（国費：２１億円、
地方：３５億円）

幼稚園等の保育料について
・１号認定こどものうち、年収約360万円未満相当世帯の第１子及び第２子の負担軽減

幼児教育の段階的無償化の取組み

（参考）平成26年以降に進めてきた幼児教育の段階的な無償化に係る財源の負担割合は以下の通り。

・ 特定教育・保育施設については施設型給付における負担割合（国1/2、都道府県1/4、市町村1/4）

・ 新制度未移行幼稚園については就園奨励費補助事業における負担割合（国1/3、市町村2/3）

・ 公立施設については施設型給付における負担割合（市町村10/10）。 ※ 地方交付税措置 9



階層区分 利用者負担

①生活保護世帯 ０円

②市町村民税
非課税世帯

(所得割非課税世帯含
む)
（～約270万円）

３，０００円
〔０円〕

③市町村民税
所得割課税額
77,100円以下
（～約360万円）

10,100円
〔3,000円〕

④市町村民税
所得割課税額
211,200円以下
（～約680万円）

２０，５００円

⑤市町村民税
所得割課税額
211,201円以上
（約680万円～）

２５，７００円

階層区分
利用者負担 利用者負担

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間

①生活保護世帯 ０円 ０円 ０円 ０円

②市町村民税
非課税世帯
（～約260万円）

６，０００円
〔０円〕

６，０００円
〔０円〕

９，０００
円
〔０円〕

９，０００円
〔０円〕

③所得割課税額
48,600円未満
（～約330万円）

１６，５００円
〔6,000円〕

１６，３００円
〔6,000円〕

１９，５００円

〔9,000円〕
１９，３００円

〔9,000円〕

④所得割課税額
57,700円未満
〔77,101円未満〕
（～約360万円）

２７，０００円
〔6,000円〕

２６，６００円
〔6,000円〕

３０，０００円

〔9,000円〕
２９，６００円

〔9,000円〕

97,000円未満
（～約470万円） ２７，０００円 ２６，６００円

３０，０００
円

２９，６００円

⑤所得割課税額
169,000円未満
（～約640万円）

４１，５００円 ４０，９００円 ４４，５００円 ４３，９００円

⑥所得割課税額
301,000円未満
（～約930万円）

５８，０００円 ５７，１００円 ６１，０００円 ６０，１００円

⑦所得割課税額
397,000円未満
（～1,130万円）

７７，０００円 ７５，８００円 ８０，０００円 ７８，８００円

⑧所得割課税額
397,000円以上
（1,130万円～）

１０１，０００円 ９９，４００円 １０４，０００円 １０２，４００円

教育標準時間認定の子ども
（１号認定）

保育認定の子ども
（２号認定：満３歳以上） （３号認定：満３歳未満）

平成30年度における特定教育・保育施設等の利用者負担（月額）

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
３
年
生
以
下
）

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
就
学
前
）

※１ 〔 〕書きは、ひとり親世帯、在宅障害児（者）のいる世帯、その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯）の額。
※２ 満３歳に到達した日の属する年度中の２号認定の利用者負担額は、３号認定の額を適用する。
※３ １号認定は小学３年以下の範囲、２・３号認定は小学校就学前の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子どもから順に２人目は上記の半額、３人目以降については０円とする。
ただし、年収約３６０万円未満相当の世帯においては多子のカウントにおける年齢制限を撤廃し、年収約３６０万円未満相当のひとり親世帯等については２人目以降については０円とする。
※４ 給付単価を限度とする。
※５ １号認定においては、平成26年度の保育料等の額が市町村が定める利用者負担額よりも低い私立幼稚園・認定こども園については、現在の水準を基に各施設で定める額とすることも認める（経過措置）。 10

○ 平成30年度予算に基づき国が定める利用者負担の上限額基準（国庫（都道府県）負担金の精算基準）は、以下のとおり。



○ 階層区分ごとの補助額・保護者負担額（平均）

○ ひとり親世帯等の特例

※平均保育料（308,000円（年額））の場合の保護者負担額

平成30年度における幼稚園就園奨励費補助による負担軽減の取組み

年収(目安) 区分

第　１　子

第　２　子

第３子以降

第　１　子

第　２　子

第３子以降

第　１　子

第　２　子

第３子以降

第　１　子

第　２　子

第３子以降

第　１　子

第　２　子

第３子以降

【第Ⅱ階層】
　市町村民税非課税世帯
　(市町村民税所得割非課税世帯含む)

～約270万円

【階　層　区　分】

【第Ⅰ階層】
　生活保護世帯

－

【第Ⅳ階層】
　市町村民税所得割課税額

～約680万円

211,200円以下世帯

【第Ⅲ階層】
　市町村民税所得割課税額

～約360万円

77,100円以下世帯

185,000円

約680万円～

上記区分以外の世帯

 保育料（入園料を含む）の全国平均　308,000円（年額）

308,000円

308,000円

308,000円

308,000円

308,000円

 272,000円

62,200円

308,000円

245,800円

187,200円 120,800円

247,000円 61,000円

123,000円

308,000円

(308,000円)

154,000円

308,000円

154,000円

36,000円

年収(目安) 区分

～約270万円 第１～３子

第　１　子

第　２　子

第３子以降

【第Ⅱ階層】のうち、ひとり親世帯等

～約360万円【第Ⅲ階層】のうち、ひとり親世帯等

【階　層　区　分】

308,000円

 保育料（入園料を含む）の全国平均　308,000円（年額）

308,000円

308,000円

 272,000円
36,000円

補助額 保護者負担額

11



社会保障と税の一体改革における国と地方の役割分担に応じた消費税収の配分

○ 社会保障と税の一体改革において、引上げ分の消費税収（国・地方）については、一定の地方単独事業も含め、社
会保障四経費に則った範囲の社会保障給付における国と地方の役割分担に応じて配分することとされている。

○ 具体的には、引上げ分の消費税収の地方分は、消費税率換算で１．５４％分とされている。
地方消費税の充実を基本とするが、財政力の弱い地方団体における必要な社会保障財源の確保の観点から、併
せて消費税の交付税法定率分を充実している。

12
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保育園と幼稚園の年齢別利用者数及び割合（H３０）

※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（平成２９年10月１日現在）より。
※幼保連携型認定こども園の数値は平成３０年度「認定こども園に関する状況調査」（平成３０年4月1日現在）より。
※「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。幼稚園、幼稚園型認定こども園の数値は平成３０年度「学校基本調査」（速報値、平成３０年５月１
日現在）より。特別支援学校幼稚部の数値は平成２９年度「学校基本調査」（確定値、平成２９年５月１日現在）より。
※保育園の数値は平成３０年の「待機児童数調査」（平成３０年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型
保育事業も含む。４歳と５歳の数値については、「待機児童数調査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成２９年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育
所型認定こども園、小規模保育所の利用者数比により按分したもの。
※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数、保育園在園者数及び、幼保連携型認定こども園在園者数を差し引いて推計したものである。
※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

幼稚園児

幼保連携型認定こども園児

96.3万人 100.2万人 97.4万人96.0万人 101.１万人 101.7万人（%）
該当年齢人口

保育園児

推計未就園児

12.9万人
（13.4％）

35.4万人
（35.3％）

41.5万人
（43.3％）

42.5万人
（43.6％）

42.6万人
（42.2％）

41.4万人
（40.7％）2.1万人（2.2％）

6.５万人（6.5％）
7.9万人（8.2％）

14.0万人（14.4％）

14.６万人（14.4％）14.7万人（14.4％）

81.3万人
（84.4％）

58.4万人
（58.2％）

46.6万人
（48.5％）

5.1万人
（5.2％）

2.7万人（2.7％） 1.7万人（1.7％）

35.８万人
（36.7％）

41.2万人
（40.8％）

43.9万人
（43.2％）
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【待機児童を解消】
東京都をはじめ意欲的な自治体を支援するため、待機児童解消に必要な受け皿約22万人分の予算を2018（平
成30）年度から2019（平成31）年度末までの２年間で確保。（遅くとも2020（平成32）年度末までの３年間
で全国の待機児童を解消）
【待機児童ゼロを維持しつつ、５年間で「Ｍ字カーブ」を解消】
「Ｍ字カーブ」を解消するため、2020（平成32）年度末までの３年間で女性就業率80％に対応できる約32
万人分の受け皿整備（当初５年間の計画を３年間に２年前倒し）。 （参考）スウェーデンの女性就業率：82.5％（2016）

「子育て安心プラン」 【平成29年６月２日公表】

「待機児童解消加速化プラン」
（５年間）

2013（Ｈ25）年度 2017（Ｈ29）年度末
2022（Ｈ34）
年度末

2019(H31)～
2020(Ｈ32)年度末

「子育て安心プラン」
（２～３年間）

待機児童数

女性(25-44歳)就業率

ゼロ

80％

２年前倒し

２年前倒しし、2020年度末までの
３年間で約32万人分の受け皿を整備

約32万人増約53.5万人増

自治体を支援し､２年間で待機児童を解消
するための受け皿整備の予算の確保
(遅くとも３年間で待機児童解消)

19,895人（H30.4)

74.3％(H29)
14



幼児教育無償化における認可外保育施設への関与の強化（検討中）

＜位置付け＞
○ 児童の福祉の確保（安全の確保など、保育の質の
確保・向上）

＜現状＞
○ 届出の受理
○ 児童の福祉のために実施する指導監査
（原則年１回以上の立入検査。随時の報告徴収）

○ 改善勧告・公表、事業停止・施設閉鎖命令
○ 認可外保育施設が守るべき基準の内容についての
助言などを行う「巡回支援指導員」の配置
＊ 通知で、都道府県等による立入調査に当たり、保育の実施主体で
ある市区町村による立会い等の必要な連携を求めている。

＊ 一部の都道府県では、地方自治法に基づく市町村への権限委譲や、
児童福祉法の協力要請規定による市町村経由の届出受理などを実施

＜今後の方向性＞
○ 現行法に基づく指導監督の充実等の検討
○ 指導監督基準を満たさない認可外保育施設が基準を
満たし、さらに認可施設に移行するための支援
○ ベビーシッターの指導監督基準の創設の検討
※ 事業所内保育施設（現在届出対象外）の届出対象化

児童福祉法に基づく都道府県の対応
（指定都市・中核市を含む）

＜位置付け＞
○ 保護者の経済的負担軽減措置（無償化給付）の実施

＜現状＞
（認可外保育施設に対する法的権限なし）

＜今後の方向性＞
○ 無償化給付の実施主体として、
・ 対象施設の把握
・ 保護者への償還払い手続き
・ 給付に必要な範囲での施設への関与
等について、事務負担に十分配慮しつつ、検討

無償化法案に基づく市町村の対応
（検討中の内容を含む）

○ 都道府県と市町村の情報共有等の強化のための方策の検討 15



認可外保育施設に対する質の確保に関する支援の流れ（イメージ）

認可外施設・事業 認可施設・事業

認可保育所、小規
模保育事業など

指導監督基準を
満たす施設

保育の質
指導
監督
基準

設備
運営
基準

認可化移行
希望施設

児童福祉法に基づく立入調査の
実施（年１回）

↓
○巡回支援指導の実施(※1)
遵守すべき基準に係る指導・
助言
○調査・助言指導事業の実施(※1)
基準を満たすために必要な助言
指導を継続的に実施

児童福祉法に基づく立入調査
の実施（年１回）

↓
○巡回支援指導の実施(※1)
遵守すべき基準に係る指導・
助言

認可化移行計画を作成し、
計画期間内に認可へ移行を図
る施設に対する各種支援
○改修費支援
○移行移転費支援
○運営費支援(※2)
○調査・助言指導事業の実施
(※1)
認可化移行に必要な保育
内容や運営等の助言指導を
実施

児童福祉施設設備運
営基準に基づいた設備、
人員配置による保育の
実施。

↓
○公定価格による運営
費の支援
○施設整備に要する
費用の補助

指導監督基準を
満たさない施設

※１ 平成31年度概算要求中
※２ 平成31年度概算要求において、基準を満たさない施設への移行支援を拡充 16


